
意 見 書 案 提 出 書 

 

      子どもの通学・通園時における総合的な安全対策を 

早急に求める意見書案 

 

 上記意見書案を神奈川県議会会議規則第１２条の規定により、次のとおり 

提出します。 

 

  令和 元 年 ７ 月 ５ 日  

 

 神奈川県議会議長  梅 沢 裕 之 殿 

 

                 神奈川県議会議員  渡 辺 紀 之 

                 同         京 島 けいこ 

                 同         永 田 てるじ 

                 同         菅原 あきひと 

                 同         飯野 まさたけ 

                 同         市 川 和 広 

                 同         西 村 くにこ 

                 同         杉 本   透 

                 同         いそもと桂太郎 

                 同         相 原 高 広 

                 同         土井りゅうすけ 

                 同         たきた 孝 徳 

                 同         松 本   清 

                  

 



 

子どもの通学・通園時における総合的な安全対策を 

早急に求める意見書（案） 

 

本年５月２８日、川崎市多摩区の路上において、スクールバスを待っていた児

童や保護者が刃物で切りつけられ、児童１８人と保護者２人の計２０人が死傷す

る痛ましい事件が発生した。 

通学・通園路の安全対策を巡っては、昨年５月に新潟市で下校中の小学２年の

女児が見守りの死角を狙われる形で、連れ去られ殺害された事件を受け、政府は

「登下校防犯プラン」を策定し、子どもを極力１人にしないという観点でスクー

ルバスの有効活用などを推進するとした。しかし、このプランは「見守りの空白

地帯」における危険を取り除くことに主眼が置かれており、今回の事件のように

スクールバスの停留所など、子どもが集まる場所に対する対策については十分と

は言えなかった。 

そこで、５月２９日に「登下校時の子供の安全確保に関する関係閣僚会議」が

開かれ、安倍首相から、①徹底した捜査による全容解明と関係省庁との情報共有、

②登下校時に子どもが集まる箇所等について再度点検を行い、警察官による重点

的な警戒・パトロールを行うなどの通学路の安全確保の徹底、③不審者情報の共

有と迅速な対応の徹底について指示が出された。これを受け、文部科学省や警察

庁等が具体的な取組を早急に進めることとなった。 

 通学・通園時に子どもが狙われる事件が相次いで発生する中、子どもの安全を

確実に守る有効な対策を打ち出すことは喫緊の課題である。 

  よって政府は、子どもが集まる場所における安全確保対策の強化を含む、子ど

もの通学・通園時における総合的な安全対策を早急に講じられるよう強く要望す

る。 

以上、地方自治法第９９条の規定により意見書を提出する。 

 

令和  年  月  日 

  

 内 閣 総 理 大 臣 

 総 務 大 臣 

 文 部 科 学 大 臣 

国 家 公 安 委 員 会 委 員 長 

 

                                            神 奈 川 県 議 会 議 長 

 

殿 



意 見 書 案 提 出 書 

 

東京２０２０オリンピック・パラリンピック競技大会において 

子どもたちに広く参加する機会を設けることを求める意見書案 

 

 上記意見書案を神奈川県議会会議規則第１２条の規定により、次のとおり 

提出します。 

 

  令和 元 年 ７ 月 ５ 日 

 

 神奈川県議会議長  梅 沢 裕 之 殿 

 

                 神奈川県議会議員  柳 下   剛 

                 同         小 林 大 介 

                 同         永 田 磨梨奈 

                 同         神 倉 寛 明 

                 同         石 川   巧 

                 同         野 田 治 美 

同         佐々木 ゆみこ 

                 同         さとう 知 一 

                 同         細 谷 政 幸 

                 同         作山 ゆうすけ 

                 同         藤 井 深 介 

                 同         松 田 良 昭 

                 同         曽我部 久美子 



 

東京２０２０オリンピック・パラリンピック競技大会において子ど

もたちに広く参加する機会を設けることを求める意見書（案）  
 

オリンピック・パラリンピック競技大会は、世界各国のアスリートが参加する

世界最大級のスポーツの祭典である。この大会に国民がボランティアとして参加

することは、国際理解の推進など大いに意義のあることであり、また本人にとっ

ても一生の思い出ともなることである。 

昭和３９年の東京大会では、ボーイスカウトが国旗掲揚を行ったり、ガールス

カウトがパラリンピック大会の開会式に参加国のプラカードを持って入場するな

ど、子どもたちにも参加機会が設けられていた。 

一方、来年に迫った東京２０２０オリンピック・パラリンピック競技大会では、

国民がボランティアとして参加するには、満１８歳以上という年齢制限があるな

ど、現時点では、子どもたちの参加機会は設けられていない。 

しかしながら、東京２０２０オリンピック・パラリンピック競技大会に子ども

たちが参加することは、国際感覚を養い、国際理解を深め、さらには共生社会の

理念を広める絶好の機会であり、教育的な観点からも大きな意義がある。 

よって政府は、公益財団法人東京オリンピック・パラリンピック競技大会組織

委員会に対し、昭和３９年当時のように、子どもたちに広く参加する機会を設け

ることを働きかけるよう強く要望する。 

以上、地方自治法第９９条の規定により意見書を提出する。 

 

令和  年  月  日 

 

 内 閣 総 理 大 臣 

総 務 大 臣 

文 部 科 学 大 臣 

東京オリンピック競技大会・東京パラリンピック競技大会担当大臣 

 

神 奈 川 県 議 会 議 長   

 

 

殿 



意 見 書 案 提 出 書 

 

「労働者協同組合法案」の早期制定を求める意見書案 

 

 上記意見書案を神奈川県議会会議規則第１２条の規定により、次のとおり 

提出します。 

 

  令和 元 年 ７ 月 ５ 日 

 

 神奈川県議会議長  梅 沢 裕 之 殿 

 

                 神奈川県議会議員  中 村 武 人 

                 同         田 中 徳一郎 

                 同         加 藤 ご う 

                 同         上 野 たつや 

                 同         ためや 義 隆 

                 同         川 本   学 

同         綱 嶋 洋 一 

                 同         古 賀 照 基 

                 同         小野寺 慎一郎 

                 同         長 田 進 治 

                 同         菅 原 直 敏 

                 同         竹 内 英 明 

                 同         くさか 景 子 



 

「労働者協同組合法案」の早期制定を求める意見書（案） 

 

我が国では、少子高齢化に伴う生産年齢人口の減少により、労働力不足が深刻

化しており、とりわけ営利企業の参入の期待が難しい分野では、事業所の運営が

困難になるなど、大きな課題となっている。 

一方、年齢や性別を問わず、一人一人のライフスタイルを尊重した働き方がで

きる社会への移行が求められている。 

こうした状況の中、自分らしい主体的な働き方を実現し、多様な就労機会を創

出し、さらに、その就労により地域の課題を解決するため、出資と労働が一体と

なった協同労働に係る新たな法人制度を求める声が高まっている。 

組合に参加する全ての者が出資をして、自ら運営にも参画し、介護や子育て等

の多様な地域ニーズに応じた事業に取り組むという非営利の法人形態は、今日ま

で存在していない。 

また、我が国では、個別分野ごとに協同組合制度が整備されてきた経緯があり、

農協など事業主のための協同組合、生協のような消費者のための協同組合はある

が、労働者のための協同組合がないことから、新たな法人制度が是非とも必要で

ある。 

国会においては、従前から超党派議連による協同労働に係る法制化が議論され

てきたところであり、先ごろ、諸問題を整理の上、「労働者協同組合法案（仮称）」

として議論が行われていると認識している。 

よって国会及び政府は、地域に貢献し、地域課題を解決するための「労働者協

同組合法案（仮称）」を早期に制定すること、また、その際、協同組合の設立は、

簡便な手続となるよう準則主義によるものとされることを強く要望する。 

以上、地方自治法第９９条の規定により意見書を提出する。 

 

    令和  年  月  日 

 

 衆 議 院 議 長 

 参 議 院 議 長 

内 閣 総 理 大 臣 

総 務 大 臣 

法 務 大 臣 

厚 生 労 働 大 臣 

経 済 産 業 大 臣 

働 き 方 改 革 担 当 大 臣 

    

                                           神 奈 川 県 議 会 議 長   

殿 



意 見 書 案 提 出 書 

 

原子力発電を廃止し再生可能エネルギーの普及・拡大を求める意見書案 

 

 上記意見書案を神奈川県議会会議規則第１２条の規定により、次のとおり 

提出します。 

 

  令和 元 年 ７ 月 ５ 日 

 

 神奈川県議会議長  梅 沢 裕 之 殿 

 

                 神奈川県議会議員  てらさき雄 介 

                 同         斉 藤 たかみ 

                 同         米 村 和 彦 

                 同         須田 こうへい 

                 同         飯野 まさたけ 

同         佐々木 ナオミ 

同         市 川 さとし 

                 同         脇   礼 子 

                 同         栄 居   学 

                 同         古 賀 照 基 

同         赤 野 たかし 

同         作山 ゆうすけ 

                  

 

 



 

原子力発電を廃止し再生可能エネルギーの普及・拡大を 

求める意見書（案） 

 

我が国のエネルギー基本計画は、エネルギー政策基本法に基づき、平成１５年

１０月に策定され、平成３０年７月には「第５次エネルギー基本計画」が閣議決

定されたところである。同計画には、２０３０年に向けた基本的な方針として、

「エネルギー政策の要諦は安全性を前提とした上で、エネルギーの安定供給を第

一とし、経済効率性の向上による低コストでのエネルギー供給を実現し、同時に、

環境への適合を図るため、最大限の取組を行うことである」と記載されている。

これは、平成２３年３月に発災した東日本大震災時における東京電力福島第一原

子力発電所の経験、反省を踏まえ、検討されてきた内容であることは、論をまた

ない。 

しかしながら、同計画には、いまだ原子力発電の位置づけを「長期的なエネル

ギー需給構造の安定性に寄与する重要なベースロード電源である」とするなど、

原子力発電所における事故の教訓が真摯に反映されていないとも受けとれる内容

が散見される。  

一方、ドイツでは、東日本大震災での原子力発電所の事故を受け、２０２２年

までに、原子力発電所の稼働を完全に停止する計画を打ち出すとともに、同国の

再生可能エネルギー比率について、２０１７年に既に３３．６％であったものを、

２０３０年までに約２倍の６５％まで引き上げるとし、国として、エネルギー転

換を経済成長につなげていく方針である。  

よって政府は、今一度、過去の経験と反省を踏まえて、原子力発電を廃止し、

再生可能エネルギーの普及・拡大によるエネルギーシフトの推進を国内外に明確

に示すとともに、再生可能エネルギーの普及・拡大を国の経済成長の柱として位

置づけるよう強く要望する。 

以上、地方自治法第９９条の規定により意見書を提出する。  

 

    令和  年  月  日 

 

 内 閣 総 理 大 臣 

総 務 大 臣 

経 済 産 業 大 臣 

環 境 大 臣 

内 閣 府 特 命 担 当 大 臣 

（規制改革） 

 

    

                                            神 奈 川 県 議 会 議 長 

殿 



意 見 書 案 提 出 書 

 

   再生可能エネルギーなど分散型エネルギーの更なる普及拡大を 

求める意見書案 

 

 上記意見書案を神奈川県議会会議規則第１２条の規定により、次のとおり 

提出します。 

 

  令和 元 年 ７ 月 ５ 日 

 

 神奈川県議会議長  梅 沢 裕 之 殿 

 

                 神奈川県議会議員  近 藤 大 輔 

                 同         くさか 景 子 

                 同         青 山 圭 一 

                 同         長友 よしひろ 

                 同         曽我部 久美子 



 

再生可能エネルギーなど分散型エネルギーの更なる普及拡大を 

求める意見書（案） 

 

本県は、「かながわスマートエネルギー構想」に掲げる「原子力に過度に依存し

ない」、「環境に配慮する」及び「地産地消を推進する」という三つの原則により、

エネルギー施策を推進してきたが、平成２５年７月に再生可能エネルギーの普及

等を更に推進するため、「神奈川県再生可能エネルギーの導入等の促進に関する条

例」を制定し、県民や事業者の協力の下、省エネルギー及び節電の取組を行うと

ともに、再生可能エネルギーなど分散型エネルギーの普及促進に積極的に取り組

んできた。 

具体的には、平成２６年４月に「かながわスマートエネルギー計画」を策定し、

太陽光を始めとする再生可能エネルギーの普及拡大を進めるとともに、蓄電池の

設置補助や、省エネルギーと創エネルギーで年間のエネルギー消費量が正味でゼ

ロになるＺＥＨ（ネット・ゼロ・エネルギー・ハウス）及びＺＥＢ（ネット・ゼ

ロ・エネルギー・ビル）の導入支援などを行い、分散型エネルギーの普及拡大の

取組を推進してきたところである。 

しかしながら、本県だけでなく、全国的にみても、再生可能エネルギーなど分

散型エネルギーの普及拡大はいまだ道半ばであると言わざるを得ない状況にある。 

そのため、今後も再生可能エネルギーの導入拡大とともに、既存発電施設の徹

底的な高効率化、エネルギーの地産地消などを図りつつ、分散型エネルギーの普

及を強力に進める必要がある。 

よって国会及び政府は、原子力エネルギーに依存しない社会を目指し、再生可

能エネルギーの主力電源化に向けた取組など分散型エネルギーの普及拡大に向け、

必要な予算措置を講じるとともに、更なる普及に向けた機運の醸成につながる具

体的な措置を講じられるよう強く要望する。 

以上、地方自治法第９９条の規定により意見書を提出する。 

 

    令和  年  月  日 

 

衆 議 院 議 長 

参 議 院 議 長 

内 閣 総 理 大 臣 

総 務 大 臣 

財 務 大 臣 

経 済 産 業 大 臣 

環 境 大 臣 

内 閣 府 特 命 担 当 大 臣 

（規制改革） 

 

    

                                            神 奈 川 県 議 会 議 長 

殿 



意 見 書 案 提 出 書 

 

老後の生活保障たる年金制度の確立を求める意見書案 

 

 上記意見書案を神奈川県議会会議規則第１２条の規定により、次のとおり 

提出します。 

 

  令和 元 年 ７ 月 ５ 日 

 

 神奈川県議会議長  梅 沢 裕 之 殿 

 

                 神奈川県議会議員  井 坂 新 哉 

                 同         君 嶋 ちか子 

                 同         石 田 和 子 

同         大 山 奈々子 

                  



 

老後の生活保障たる年金制度の確立を求める意見書（案）  

 

金融庁が公表した「高齢社会における資産形成・管理」報告書（案）において、

「老後の資金は年金だけでは足りず、夫婦で２０００万円が必要」と、投資など

を呼びかけたことに国民の不安が広がっている。  

麻生財務大臣が報告書の受け取りを拒否するなど政府はその打ち消しに必死だ

が、同報告書は、１００年安心の年金と言って年金保険料の連続的な引き上げを

図ってきたにもかかわらず、年金だけでは生活できない年金制度の実態を示した

ものにほかならない。  

 国民年金の給付額は４０年間である全期間保険料を納めても月額７万円にも及

ばず、厚生年金でも平均給付月額は１５万円未満であることから、現行の公的年

金制度の給付額は老後の生活保障たる水準に達していない状況にある。  

それにもかかわらず、政府は特例水準の廃止や「マクロ経済スライド」の導入

など、安倍政権になって実質６％以上もの給付削減を行ってきた。  

年金の水準を実質的に減らす「マクロ経済スライド」を廃止し、低年金者には

追加給付の施策も講じて、年金の底上げを図ることが必要である。  

さらに、先進国ではすでに複数の国が導入している「最低保障年金制度」の創

設も急務である。  

大企業や富裕層への行き過ぎた減税や優遇措置をやめれば、消費税増税に頼ら

なくても年金制度の底上げは可能である。 

 よって国会及び政府は、老後の生活保障たる年金制度の確立を図るため、次の

事項について所要の措置を講じられるよう強く要望する。  

１ 「マクロ経済スライド」を廃止し、年金の削減を取りやめること。 

２ 全ての高齢者が一定額以上の年金を受け取れるようにする「最低保障年金制

度」を実現すること。  

 以上、地方自治法第９９条の規定により意見書を提出する。  

 

    令和  年  月  日 

 

 衆 議 院 議 長 

 参 議 院 議 長 

 内 閣 総 理 大 臣 

 総 務 大 臣 

 財 務 大 臣 

厚 生 労 働 大 臣 

全世代型社会保障改革担当大臣 

 

                                            神 奈 川 県 議 会 議 長 

殿 


